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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
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〔参考資料〕

普通会計決算の概要について

財政力、財政構造の状況について

決算カード

各種統計表

平成 年度本市の予算編成について

本文中の事務事業評価の表示について

平成 年度に実施した事務事業について、各担当において事業の目的の把握、経費の分析を通して、

成果、成果向上のための課題・問題点及び改善策を把握し、評価票（分析票）を作成し、それを基に

担当部等の長により事業の今後の方向性について評価したものです。

その評価と表示については以下のとおりです。

方向性名称 方 向 性 の 内 容

拡充推進 さらに費用をかけることにより、成果の向上を図る。
費用

成果

改善推進
費用は現状を維持し、事務事業の見直し（事務改善による効率

化、実施方法の転換等）により成果の向上を図る。

費用

成果

現状維持
事務事業の見直しの余地がなく、費用、効果ともに現状を維持

する。

費用

成果

合理化
費用は削減するが、事務事業の見直し（事務改善による効率化、

実施方法の転換等）により成果の現状維持を図る。

費用

成果

縮小
成果の縮小や後退もやむを得ないものとし、費用を削減して事

業を縮小する。

費用

成果

統廃合等 事業を抜本的に見直し、休止、廃止、他事業との統合、終期設定等を行う。

終了
事業の目的を達成または終期到来のため、事業終了とする（まったくの単年度事業で

他の事業との関連や今後の継続性がない事業もここに含む。）。



 

 

平成２５年度決算に係る主要施策の成果について

平成２５年度半田市一般会計及び特別会計の決算を議会の認定に付するにあたり、各部門の

主要施策の成果について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定に

より提出する。

平成２６年９月２日

半田市長 榊 原 純 夫
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平成２５年度決算について（総括）

平成 年度の一般会計及び特別会計の決算の概要は、次のとおりである。

一般会計の歳入総額は 千円（前年度 千円）で、前年度比 千円

％の増、歳出総額は 千円（前年度 千円）で、前年度比 千円

％の増であった。

歳入歳出の差引額は 千円 前年度 千円 で、これを平成 年度へ繰り越した。

このうち繰越明許費の財源として繰り越した 千円を除いた実質収支は 千円

（前年度 千円）、この実質収支を前年度と比較した単年度収支は 千円で、この

単年度収支に財政調整基金への積立金 千円を加え、財政調整基金からの繰入金

千円を控除した実質単年度収支は 千円となった。

歳入の特徴としては、市税の決算額が 千円（前年度 千円）で、前年度に

比べ 千円 ％の増となった。市税のうち市民税では、景気の持ち直しに伴う個人所得の増

により個人市民税が 千円 ％の増となったことなどから 千円 ％の増、固定資

産税では、家屋で新増築が増えたことにより 千円 ％の増で、全体では 千円 ％

の増となった。都市計画税も 千円 ％の増となった。県たばこ税の税源の一部の移譲を受

けた市たばこ税では、 千円 ％の増となった。また、平成 年度からの新税である入湯

税は 千円（前年度 千円）の決算額であった。

配当割交付金は 千円（前年度 千円）で、企業業績の持ち直しにより 千円

％の増となった。

株式等譲渡所得割交付金は 千円 前年度 千円 で、株価の上昇により 千円

％の増となった。

自動車取得税交付金は 千円（前年度 千円 で、エコカー減税の影響により

千円 ％の減となった。

地方交付税のうち普通交付税は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減、

特別交付税は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増であった。

使用料及び手数料については 千円（前年度 千円）で、 千円、 ％の増と

なった。このうち使用料は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増である。

主なものは、職員等駐車場使用料 千円（前年度 千円）、アイプラザ半田使用料

千円（前年度 千円 、福祉センター使用料 千円（前年度 千円）、墓地使用料

千円（前年度 千円）、道路占用料 千円 前年度 千円 、住宅使用料

千円（前年度 千円）、幼稚園保育料 千円（前年度 千円）、文化会館

使用料 千円（前年度 千円）、新美南吉記念館入館料 千円（前年度 千円）、

福祉ふれあいプール使用料 千円（前年度 千円）などである。また、手数料は

千円（前年度 千円 で、 千円 ％の増となった。主なものは、戸籍住民基本台帳

手数料 千円（前年度 千円）、許可業者等ごみ処理手数料 千円（前年度

千円）、し尿汲取手数料 千円（前年度 千円）などである。

国庫支出金は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった｡

これは、道路橋梁費補助金 千円（前年度 千円）、中学校施設環境改善交付金
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千円（前年度 千円）、社会資本整備総合交付金（（仮称）乙川地区地域交流センター） 千円

（前年度 千円）などの減はあるものの、障がい者等自立支援給付費負担金 千円

（前年度 千円）、地域の元気臨時交付金 千円（前年度 千円）、社会資本整備総合

交付金で半田赤レンガ建物整備事業分 千円（前年度 千円）、新庁舎建設事業分 千円

（前年度 千円）、市営住宅計画的修繕等整備事業分 千円（前年度 千円）、小学校施設

環境改善交付金 千円（前年度 千円）などが増となったためである。

県支出金は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。これは

障がい者自立支援対策臨時特例基金市町村事業費補助金 千円（前年度 千円）、子宮頸

がん等ワクチン接種緊急促進臨時基金事業費補助金 千円 前年度 千円）、妊婦健康診査支援

基金事業費補助金 千円（前年度 千円）、緊急雇用創出事業基金事業費補助金 千

円（前年度 千円）、あいち都市緑化事業交付金（瑞穂８３号線） 千円（前年度

千円）などの減はあったものの、障がい者等自立支援給付費負担金 千円（前年度

千円）、介護職員処遇改善等臨時特例基金補助金 千円（前年度 千円）、介護基盤緊急整備等

臨時特例基金補助金 千円（前年度 千円）などの増によるものである。

財産収入は 千円（前年度 千円）で、普通財産（土地）売払収入 千円 前

年度 千円）の増などにより 千円 ％の増となった。

寄附金は 新庁舎建設基金寄附金 千円、亀崎公民館・図書館第２駐車場用地取得寄附金

千円、病院事業費寄附金 千円などで 千円 前年度 千円 である。

繰入金は 千円（前年度 千円）で 千円 ％の増となった。これは

退職手当基金繰入金 千円（前年度 千円 、半田赤レンガ建物基金繰入金 千円（前年度

千円）、交通安全基金繰入金 千円（前年度 千円）、新美南吉文学顕彰基金繰入金

千円（前年度 千円）などの減はあるものの、財政調整基金繰入金 千円 前年度

千円）、新庁舎建設基金繰入金 千円 前年度 千円 などが増加したためである。

繰越金は 純繰越金 円（前年度 千円）、明許繰越金 千円（前年度

千円）の計 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。

諸収入は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。これは、

延滞金（市税） 千円（前年度 千円）などの減はあるものの、後期高齢者医療広域

連合受託事業収入 千円（前年度 千円）、水道企業会計新庁舎負担金 千円

（前年度 千円）、消防団員退職報償金収入 千円（前年度 千円）などの増による。

市債は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減となった。主なものは

半田運河周辺整備事業に係る公共事業等債 千円、半田中学校体育館改築事業に係る学校教育

施設等整備事業債 千円、有脇小学校体育館等改修事業に係る緊急防災・減災事業債

千円などである。

以上の結果、歳入に占める自主財源比率は ％（前年度 ％）で、 ポイント上昇した。

次に、歳出決算を目的別にみると、議会費は 千円（前年度 千円）で、議員共済

負担金 千円（前年度 千円）の減などにより 千円 ％の減となった。

総務費は 千円（前年度 千円 で、 千円 ％の増となった。これ

は、退職手当 千円（前年度 千円）などの減はあるものの、半田赤レンガ建物基金

積立金 千円（前年度 千円）、新庁舎建設基金積立金 千円（前年度
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千円）、亀崎駅バリアフリー化設備整備費補助金 千円（前年度 千円）、新庁舎

建設事業費 千円（前年度 千円）、固定資産評価替関連事業費 千円（前年度

千円）などの増によるものである。

民生費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。これ

は、社会福祉費で介護福祉助成金 千円（前年度 千円）、国民健康保険事業特別会計繰

出金 千円（前年度 千円）などの減はあるものの、障がい者等自立支援事業費

千円（前年度 千円）、後期高齢者医療事業費 千円（前年度 千

円）、介護保険事業勘定繰出金 千円（前年度 千円）、地域介護・福祉空間整備等事

業費 千円（前年度 千円）などにより 千円 ％の増、児童福祉費では放課後児童

健全育成事業委託料 千円（前年度 千円）、児童発達支援等事業費 千円（前年

度 千円）などの増はあるものの、児童手当 千円（前年度 千円）など

により 千円 ％の減、生活保護費で介護扶助費 千円（前年度 千円）などの

減はあるものの、医療扶助費 千円（前年度 千円）などの増により 千円

％の増となったためである。

衛生費は 千円（前年度 千円）で、救急二次医療推進費補助金 千円

（前年度 千円）、予防接種事業費 千円（前年度 千円 、ごみ焼却処理施設

補修工事 千円 前年度 千円 などの減はあるものの、一般廃棄物最終処分場建設用地

取得費 千円（前年度 千円）、病院事業会計繰出金 千円 前年度 千円 など

により 千円 ％の増となった。

農林水産業費は 千円（前年度 千円）で、知多地区農業共済事務組合負担金

千円（前年度 千円）、知多南部卸売市場出資金 千円（前年度 千円）、衣浦排水機場

整備事業負担金 千円（前年度 千円）などにより、 千円 ％の減となった。

商工費は 千円（前年度 千円）で、観光集客力向上・地域連携推進業務委託料

千円（前年度 千円）、知多半島広域観光情報発信業務委託料 千円（前年度 千円）、

若者観光ナビゲーター育成業務委託料 千円（前年度 千円）、若者就労支援コーディネーター

育成業務委託料 千円（前年度 千円）などで増となったが、第７回はんだ山車まつり開催費

補助金 千円（前年度 千円）などにより 千円 ％の減となった。

土木費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減となった。これは、

道路舗装事業（維持修繕・改修） 千円（前年度 千円）、下水道事業特別会計繰出金

千円（前年度 千円）、七本木池公園整備事業 千円（前年度 千円）、

既設住宅改修工事 千円（前年度 千円）などの増はあるものの、国道２４７号踏切

除却鉄道高架工事負担金 千円（前年度 千円）、道路新設改良事業費 千円（前

年度 千円）、知多半田駅前土地区画 整理事業特別会計繰出金 千円（前年度

千円）、半田運河周辺整備事業 千円 （前年度 千円）などの減による。

消防費は 千円（前年度 千円）で、１００ 型耐震性貯水槽新設工事

千円（前年度 千円）などの増はあるものの、知多中部広域事務組合消防事務負担金

千円（前年度 千円）などにより、 千円 ％の減となった。

教育費は 千円（前年度 千円 で、小学校体育館等改築事業費 千円

（前年度 千円）、雁宿小学校グラウンド改修事業 千円（前年度 千円）、（仮称）亀崎

幼稚園（認定こども園）改築事業 千円（前年度 千円）などの増加はあるものの、小中

千円）、亀崎駅バリアフリー化設備整備費補助金 千円（前年度 千円）、新庁舎

建設事業費 千円（前年度 千円）、固定資産評価替関連事業費 千円（前年度

千円）などの増によるものである。

民生費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。これ

は、社会福祉費で介護福祉助成金 千円（前年度 千円）、国民健康保険事業特別会計繰

出金 千円（前年度 千円）などの減はあるものの、障がい者等自立支援事業費

千円（前年度 千円）、後期高齢者医療事業費 千円（前年度 千

円）、介護保険事業勘定繰出金 千円（前年度 千円）、地域介護・福祉空間整備等事

業費 千円（前年度 千円）などにより 千円 ％の増、児童福祉費では放課後児童

健全育成事業委託料 千円（前年度 千円）、児童発達支援等事業費 千円（前年

度 千円）などの増はあるものの、児童手当 千円（前年度 千円）など

により 千円 ％の減、生活保護費で介護扶助費 千円（前年度 千円）などの

減はあるものの、医療扶助費 千円（前年度 千円）などの増により 千円

％の増となったためである。

衛生費は 千円（前年度 千円）で、救急二次医療推進費補助金 千円

（前年度 千円）、予防接種事業費 千円（前年度 千円 、ごみ焼却処理施設

補修工事 千円 前年度 千円 などの減はあるものの、一般廃棄物最終処分場建設用地

取得費 千円（前年度 千円）、病院事業会計繰出金 千円 前年度 千円 など

により 千円 ％の増となった。

農林水産業費は 千円（前年度 千円）で、知多地区農業共済事務組合負担金

千円（前年度 千円）、知多南部卸売市場出資金 千円（前年度 千円）、衣浦排水機場

整備事業負担金 千円（前年度 千円）などにより、 千円 ％の減となった。

商工費は 千円（前年度 千円）で、観光集客力向上・地域連携推進業務委託料

千円（前年度 千円）、知多半島広域観光情報発信業務委託料 千円（前年度 千円）、

若者観光ナビゲーター育成業務委託料 千円（前年度 千円）、若者就労支援コーディネーター

育成業務委託料 千円（前年度 千円）などで増となったが、第７回はんだ山車まつり開催費

補助金 千円（前年度 千円）などにより 千円 ％の減となった。

土木費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減となった。これは、

道路舗装事業（維持修繕・改修） 千円（前年度 千円）、下水道事業特別会計繰出金

千円（前年度 千円）、七本木池公園整備事業 千円（前年度 千円）、

既設住宅改修工事 千円（前年度 千円）などの増はあるものの、国道２４７号踏切

除却鉄道高架工事負担金 千円（前年度 千円）、道路新設改良事業費 千円（前

年度 千円）、知多半田駅前土地区画 整理事業特別会計繰出金 千円（前年度

千円）、半田運河周辺整備事業 千円 （前年度 千円）などの減による。

消防費は 千円（前年度 千円）で、１００ 型耐震性貯水槽新設工事

千円（前年度 千円）などの増はあるものの、知多中部広域事務組合消防事務負担金

千円（前年度 千円）などにより、 千円 ％の減となった。

教育費は 千円（前年度 千円 で、小学校体育館等改築事業費 千円

（前年度 千円）、雁宿小学校グラウンド改修事業 千円（前年度 千円）、（仮称）亀崎

幼稚園（認定こども園）改築事業 千円（前年度 千円）などの増加はあるものの、小中
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学校教科書改訂事業 千円（前年度 千円）、乙川交流センターニコパル建設事業費 千円（前

年度 千円）、中学校体育館等改築事業費 千円（前年度 千円）、新美南吉記

念館 展示リニューアル事業費 千円（前年度 千円）などの減により、全体で 千円の減と

なった。

公債費は 千円（前年度 千円）で、高金利時代に借り入れた地方債の償還が

進むとともに地方債残高そのものも減少したことにより、 千円 ％の減となった。

また、歳出決算を性質別でみると、義務的経費が 千円（前年度 千円）で、

千円 ％の減、構成比としては ％（前年度 ％）で、 ポイント減少した。

人件費は 千円 前年度 千円）で、 千円 ％の減となった。これは、

退職手当 千円 前年度 千円）、職員給 千円（前年度 千円）

などの減少による。

扶助費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増となった。これは、

社会福祉費関連が障がい者等自立支援給付費 千円（前年度 千円）の増などに

より ％増の 千円（前年度 千円）、老人福祉費関連が ％減の

千円 前年度 千円）、児童福祉費関連が児童手当 千円（前年度 千円 、

児童発達支援等事業給付金 千円（前年度 千円 などで増加したものの、子ども手当

千円 前年度 千円 などの減少により ％減の 千円（前年度 千円）、

生活保護費関連が生活扶助費 千円（前年度 千円）、介護扶助費 千円（前年

度 千円）などの減はあるものの、医療扶助費 千円（前年度 千円）の増など

により ％増の 千円（前年度 千円）となったことなどによる。

公債費は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減となった。

物件費は 千円（前年度 千円）で、小中学校教科書改訂事業消耗品費 千円

（前年度 千円）、予防接種委託料 千円（前年度 千円）などの減により、

千円 ％の減となった。

維持補修費は 千円（前年度 千円）で、道路施設等点検委託料 千円（前年

度 千円）、水路一般修繕工事 千円（前年度 千円）、小学校小規模改修工事

千円（前年度 千円）などの増により 千円 ％の増となった。

補助費等については 千円（前年度 千円 で、 千円 ％の減であった。

これは、救急二次医療推進費補助金 千円（前年度 千円）、知多中部広域事務組合消防

事務負担金 千円（前年度 千円）、第７回はんだ山車まつり開催費補助金 千円

（前年度 千円）などの減によるものである。

積立金は 千円（前年度 千円 で、 千円 ％の増であった。これは、

新庁舎建設基金積立金 千円（前年度 千円）、半田赤レンガ建物基金積立金

千円（前年度 千円 などの増によるものである。

投資及び出資金・貸付金は 千円（前年度 千円）で、知多南部卸売市場出資金

千円（前年度 千円）の減はあるものの、病院事業会計出資金 千円（前年度

千円）などにより 千円 ％の増となった。

繰出金は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減であった。これは、

中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計繰出金 千円（前年度 千円）、下水道事

業特別会計繰出金 千円（前年度 千円）、後期高齢者医療療養給付費負担金

― 5 ―



千円（前年度 千円）などで増となったものの、知多半田駅前土地区画整理事業特別

会計繰出金 千円（前年度 千円）、国民健康保険事業特別会計繰出金 千円

（前年度 千円）などで減となったことによる。

投資的経費のうち普通建設事業費は 千円（前年度 千円）で、 千円

％の大幅な増となった。このうち補助事業費は、新庁舎建設工事 千円（前年度 千円）、

地域介護・福祉空間整備等補助金 千円（前年度 千円）、有脇小学校体育館等改修等工事

千円（前年度 千円）、半田中学校体育館等改築工事 千円（前年度 千円）などの増

はあるものの、半田運河周辺整備事業用地買収費 千円（前年度 千円）、乙川中学校

体育館等改築工事 千円（前年度 千円）、乙川交流センターニコパル建設工事 千円（前年

度 千円）などにより 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の減と

なった。単独事業費は、青山君ケ橋線道路改良用地買収費 千円（前年度 千円）、 乙川中

学校体育館等改築工事 千円（前年度 千円）、乙川交流センターニコパル建設工事 千円

（前年度 千円）などの減はあるものの、新庁舎建設工事 千円（前年度 千円）、一般

廃棄物最終処分場建設用地取得費 千円（前年度 千円）、半田中学校体育館等改築工事

千円（前年度 千円）などの増により、 千円（前年度 千円）で、

千円 ％の増となった。

以上が、一般会計歳入歳出決算の主な特徴である。なお、翌年度の平成 年度へは、新庁舎建設

事業始め 事業 千円を繰越明許費として繰り越した。

特別会計では、知多半田駅前土地区画整理事業特別会計の歳出決算額は 千円（前年度

千円）で、 千円 ％の減となり、建物移転から見た事業の進捗率は ％である。

主な歳出は道路整備等の区画整理工事、物件移転補償費、市債に係る元金・利子の償還金である。

乙川中部土地区画整理事業特別会計の歳出決算額は 千円（前年度 千円）で、

千円 ％の増であるが、建物移転から見た事業の進捗率は ％となった。主な歳出は

測量調査設計委託料、区画整理工事、物件移転補償費、市債に係る元金・利子の償還金である。

下水道事業特別会計の歳出決算額は 千円（前年度 千円）で、 千円

％の減となった。汚水整備事業費は 千円 前年度 千円 で、中央処理分区で の

面整備を実施したことなどから､汚水処理区域面積は 、整備率は ％、人口普及率は

％となった。雨水整備事業費は 千円（前年度 千円）で、庚申排水区において

管渠布設工事を実施したことなどから、雨水整備面積 、整備率 ％となった。なお、

公債費 千円（前年度 千円）の減は、高金利時代に借り入れた地方債の償還が

進んだことと、地方債残高が減少したことなどによるものである。

国民健康保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 千円（前年度 千円）の黒字と

なった。これは、歳出で保険給付費総額 千円（前年度 千円）、後期高齢者医療

費支援金 千円 前年度 千円）などが増加したものの、歳入の国民健康保険税

千円（前年度 千円）などが予算額を上回ったためである。

介護保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 千円（前年度 千円）の黒字となったが、

保険給付費総額は 千円（前年度 千円）で、 千円 ％の増であった。

後期高齢者医療事業特別会計の歳入歳出差引額は 千円（前年度 千円）の黒字で、県広

域連合への納付金は 千円（前年度 千円）で、 千円、 ％の増であった。
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平成２５年度半田市各会計決算総括表

単位：円

会 計 区 分 予 算 額 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 歳入歳出差引額

一 般 会 計

中小企業従業員退職金等

福祉共済事業特別会計

知多半田駅前土地区画整理

事 業 特 別 会 計

乙川中部土地区画整理

事 業 特 別 会 計

学 校 給 食 特 別 会 計

黒石墓地事業特別会計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ競走事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

合 計
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平成２５年度普通会計等における財政分析 
 
本市において、普通会計とは一般会計、中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計、知多半田駅前

土地区画整理事業特別会計、乙川中部土地区画整理事業特別会計、学校給食特別会計及び黒石墓地事業特

別会計の 会計を指しており、その合計額から相互に重複している部分（繰入金・繰出金）等を控除した

ものである。 
平成 年度の普通会計の決算は、歳入総額が 千円で、前年度に比べ 千円 ％

の増、歳出総額は 千円で、前年度に比べ 千円 ％の増となった。

歳入歳出差引額は 千円で、翌年度に繰り越すべき財源 千円を除いた実質収支は

千円の黒字決算となり、これから前年度の実質収支 千円を差し引いた単年度収支も

千円の黒字となった。

普通会計における各種財政指標等は、次のとおりである。 
 
 
１．財政力指数  平成 年度 （平成 年度 ）

 
 
 
 

財政力指数が を超えるほど財源に余裕ができ財政力は強くなると考えられるが、本市の財政力

指数（ か年平均値）は平成 年度から平成 年度まで 年連続で 以上であったものの、平成

年度以降は を下回っている。

なお、単年度の財政力指数が 未満になると、国から普通交付税の交付を受ける交付団体となる。

（単年度） 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

本市の近年の状況は、平成 年度から平成 年度まで普通交付税の交付を受けていたが、平成 年

度以降は不交付となった。その要因は、国の三位一体改革の下で地方交付税を抑制するために基準財政

需要額が絞られたことと、税収の増等により基準財政収入額が増大したことなどによるものである。

しかし、平成 年度以降は税収の落ち込みなどにより再び普通交付税が交付された。平成 年度の

基準財政収入額は 千円（前年度 千円）で 対前年度比 千円の増、基準

財政需要額は 千円（前年度 千円）で 千円の増であった。

 
 

２．実質収支比率  平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント増 
 
 
 
 

収入と支出の実質的な差し引き額に関する水準を表し、経験的には ～ ％が望ましいといわれている

が、自治体の財政規模や当該年度の景況等により影響を受けるため、どの程度が適当か一概には言えな

くなっている。 
 

市町村の財政力を測る指数であり、普通交付税の算定で使用する基準財政収入額を基準財政需要額で

除したものである。通常、単年度の値ではなく当該年度までの か年平均値で表す。 

実質収支額（歳入歳出差引額 － 翌年度に繰り越すべき財源）と標準的に入ると見込まれる一般財源

等（標準財政規模）との割合 

― 8 ―



３．公債費比率 平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント減

 
 
 
 
４．公債費負担比率 平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント減

 
 
 

公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制限しているかを示す指標で、一般的には ％を超える

と警戒レベル、 ％を超えると危険レベルと言われている。 
 
 
５．経常収支比率 平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント減

 
 
 
 

経常経費の主なものは人件費、扶助費、物件費であるが、繰出金、公債費に含まれる割合も大きい。

これらの経常経費に充当された一般財源が、経常一般財源総額に対してどの程度の割合になるか、また

経常一般財源の残余はどの程度になるかを把握するための指標で、概ね ％～ ％が望ましいといわれ

ている。

平成 年度の経常一般財源総額は 千円（前年度 千円）で、前年度に比べ

千円 ％増加する一方、人件費や公債費などの経常経費の減によりこれに充当する一般財源

千円（前年度 千円）も 千円 ％の減となり、指標が改善した。

 
 
６．経常一般財源等比率 平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント増

 
 
 

歳入面での財政構造の弾力性を判断する指標で、 ％を超えると良いといわれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方債の元利償還に充てられる一般財源と標準財政規模等との割合 

財政構造の弾力性を示す指標のひとつで、経常経費に充当された一般財源と経常一般財源総額との

割合

実際に収入された税等経常一般財源と標準財政規模との割合 

地方債の元利償還に充てられる一般財源と一般財源総額との割合 
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● 健全化判断比率

以下７から に掲げる４つの指標は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定められた

健全化判断比率で、毎年度、監査委員の審査に付し、議会に報告し、かつ公表することが義務付けられ

ている。本資料作成時点での各指標の見込値は、以下のとおりである。 
 
７．実質赤字比率 平成 年度 ― ％ （赤字なし）

平成 年度 ― ％ （ 同 上 ） 
 
 
 

○判断基準

早期健全化団体・・・財政規模に応じ ～ ％以上 （本市の場合 ％以上）

財政再生団体・・・・ ％以上

 
※早期健全化団体の制約等 
・財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て定め、速やかに公表 

※財政再生団体の制約等 
・財政再生計画を策定し、議会の議決を経て定め、速やかに公表 
・計画が総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債の起債が制限

される。 
 

８．連結実質赤字比率 平成 年度 ― ％ （連結赤字なし）

平成 年度 ― ％ （ 同 上 ）

 
 
 

○判断基準

早期健全化団体・・・財政規模に応じ ～ ％以上 （本市の場合 ％以上）

財政再生団体・・・・ ％以上

９．実質公債費比率 単年度 平成 年度 ％ （平成 年度 ％）

か年平均 平成 年度 ％ （平成 年度 ％） ポイント減

 
 
 

○判断基準

早期健全化団体・・・ ％以上

財政再生団体・・・・ ％以上

普通会計における実質赤字の額と標準財政規模との割合 

普通会計における公債費と公営企業債の償還に係る一般会計からの繰出金などの公債費に準ずる

ものを含めた実質的な公債費相当額と標準財政規模との割合（何れも普通交付税の算定に用いる

基準財政需要額に算入される額を除く） 

全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）と標準財政規模との割合 
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１０．将来負担比率 平成 年度 ― ％ （平成 年度 ― ％）

 
 
 
 
 

平成 年度に実施した繰上償還による地方債残高の減少や退職手当の調整率の改定による退職手当

負担見込額の減少、土地開発公社からの先行取得用地の買い取りの進捗による公社負債の減少、財政

調整基金等充当可能財源の増加などから将来負担比率が改善し非該当となった。

 
○判断基準

早期健全化団体・・・ ％以上

１１．財政構造の健全化に向けて

平成 年度の本市の財政状況は、以上４つの健全化判断比率から見ると早期に健全化を図るべき

とされる基準を大きく下回っており、健全な財政状況であるといえる。

しかし、財政状況を示す指標は、１から６で示したものを始め多種存在する。分かりやすい指標の

ひとつが最初の「財政力指数」で、本市の平成 年度の単年度値は であった。この指標が

以上となる普通交付税不交付の市町村は、全国 市町村中 市町村しかなく、率にしてわずか

％にすぎない状況である。ただし、愛知県下においては、 市町村中 市町村、 ％が不交付

であり、全国的に見ると愛知県下の市町村の財政力は高水準にあるといえる。

本市においては、今後もさまざまな指標に留意のうえ財政状況を判断し、経営体力にふさわしい行政

規模を維持していく必要がある。

公営企業、市からの出資法人等を含めた一般会計等が、地方債残高のほか職員退職手当など将来

負担すべき実質的な負債と標準財政規模（普通交付税の算定に用いる基準財政需要額に算入される

額を除く）との割合
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平成２５年度重点施策の成果（概要）

「第６次半田市総合計画」の基本構想に沿って、本市の普遍的都市像「健康で明るく豊かなまち」

の実現をめざし、次の施策を重点に、市民生活の安定向上と福祉の充実に努めた。

重 点 施 策 主 な 事 業

協働によりともに

高め合うまち

ボランティア・ＮＰＯ支援事業、市民活動公募提案型助成金事業、市民活動

初動支援助成金事業、アダプトプログラム推進事業、コミュニティ環境整備

支援助成金事業、市民との協働による地域環境整備事業

子育てと暮らしを

地域で支え合う

まち

子ども医療費助成事業、児童手当支給費、放課後児童健全育成事業、児童発

達支援等事業、ひとり親家庭等自立支援対策事業、（仮称）板山こども園整

備事業、妊婦・産婦・乳幼児健康診査事業、未熟児養育医療給付事業、私立

幼稚園事業、（仮称）亀崎幼稚園（認定こども園）改築事業、放課後子ども

教室推進事業、障がい者医療費助成事業、地域福祉計画推進事業、障がい者

（児）手当等支給事業、障がい者等自立支援事業、長寿訪問事業、介護福祉

助成事業、地域ふれあい施設事業、生活保護扶助事業、介護保険成年後見利

用促進事業（特別会計）、がん検診等推進事業、予防接種事業、半田病院施

設機器等更新事業（企業会計）

にぎわいの創出と

良好な環境が両立

するまち

半田赤レンガ建物基金積立金、耕作放棄地再生事業、就農者支援事業、市民農

園整備事業（稲穂市民農園）、土地改良施設耐震対策事業（ため池）、半田市

観光協会支援事業、観光振興事業、観光サイン設置事業（観光エリア案内板１

基・簡易解説板２基（紺屋海道界隈））、観光集客力向上・地域連携推進事業

（緊急雇用創出事業）、地域経済活性化推進事業、はんだふれあい産業まつり

開催事業、企業立地・創業支援事業、まちづくり会社支援事業、中心市街地活

性化推進事業、中心市街地商業活性化にぎわい事業、金融対策保証料助成事

業、環境基本計画改定事業、地球温暖化対策事業、一般廃棄物最終処分場建設

用地取得事業、ごみ焼却処理施設補修事業、粗大ごみ処理施設補修事業、プラ

スチック製容器包装収集運搬委託事業、最終処分場汚水処理施設補修事業、ク

リーンセンター橋梁耐震補強改修事業、知多南部広域環境組合負担金、紙製容

器包装等処理委託事業、乙川一色墓地整備事業、墓地整備事業、下水道公営企

業会計移行委託事業（特別会計）、下水道汚水整備事業（特別会計）、上水道

地震対策事業（企業会計）、上水道安定供給事業（企業会計）、上水道環境対

策事業（企業会計）、上水道運営基盤強化事業（企業会計）
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重 点 施 策 主 な 事 業

安全で快適に住み

続けられるまち

交通安全施設等整備事業（特交金）、防犯灯整備事業、安心・安全なまちづく

り事業、消防団車両整備事業、消火栓新設・移設事業、震災用可搬式小型動力

ポンプ新設事業（乙川中学校）、災害対策資機材整備事業、バス路線対策事

業、亀崎駅バリアフリー化事業、国道２４７号踏切除却鉄道高架負担金、道路

維持修繕事業（維持修繕・改修）、道路舗装事業（維持修繕・改修）、橋梁維

持修繕事業（維持修繕・改修）、神戸川改修事業（修景）、用悪水路改修事業

（維持修繕・改修）、衣浦みなとまつり事業、ＪＲ武豊線連続立体交差化事

業、都市計画基礎調査事業、後退用地事業、民間住宅耐震事業、アスベスト対

策費補助事業、知多半田駅前土地区画整理事業（特別会計）、乙川中部土地区

画整理事業（特別会計）、下水道雨水整備事業（特別会計）、下水道排水ポン

プ場施設指定修繕事業（特別会計）、公園整備・改修事業、景観形成重点地区

整備事業、あいち森と緑づくり事業

育ち合い共生を

進めるまち

学校生活支援事業、いじめ・不登校対策事業、外国語指導助手配置事業、小学

校小規模改修事業、小学校校舎外壁改修及び屋根防水事業（宮池小）、小学校プ

ール改修事業（横川小）、小学校公共下水道接続事業（宮池小）、小学校放送機

器更新事業（乙川小）、雁宿小学校グラウンド改修事業、中学校小規模改修事

業、中学校校舎外壁改修及び屋根防水事業（青山中）、成岩中学校敷地整備事

業、旧中埜家住宅保存管理事業、図書館読書推進事業、博物館企画展開催事

業、空の科学館、体育館施設等改修事業、福祉文化会館施設等改修事業、福祉

文化会館自主文化事業、新美南吉記念館企画展開催事業、上池公民館改築事

業、半田運動公園改修事業、徐州市友好都市提携２０周年事業

自立した地域経営

のまち

第６次総合計画評価事業、情報システム最適化事業、アイプラザ半田改修事

業、新庁舎建設事業、参議院議員通常選挙、半田市長選挙
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